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1　はじめに
　ケインズは，「一般理論」の第一編において，自分の理論が巨視的分析であ
ることを強調して，A・マーシャルまでのいわば伝統的経済理論の分析と全
く異なることを力説してその相違点をはっきり示すことに苦心を払っている・
その巨視的分析の中心となるものが，国民所得論であり，周知のようにそれ
は，現代のマクロ経済学（あるいは集計量の経済学）として定着し，やがて
経済理論の一大潮流となっていく。「一般理論」の分析的特徴として，この巨
視的分析のほかに，短期分析および静学分析をあげることができる。同書に
おいて，ケインズは，経済組織，資本設備および生産技術を一定とみなす短
期的前提を明示するとともに理論の特徴ないし性格が，均衡に至る経済力学
のメカニズムとその均衡における経済諸量の大きさの決定および各均衡を比
較表現した静学理論であることをはっきり宣言している。大量失業を現出せ
しめた1920年代末に始まる数年間の世界的規模の大不況ないし恐慌を経験し
てのち，それを一つの契機として1936年に誕生した「一般理論」そのものは，
世界的規模で不況に低迷する地球経済を早急に回復させることが焦眉の最大
課題であったから，その使命からも当然その理論的性格は，巨視的・短期・
静学理論で充分によかったのである。しかし，幸いにもその後の資本主義経
済も，除々に回復の兆しを見せて復興期にはいるが数年後には，また，第2
次世界大戦へ巻きこまれていく。しかし，大戦後の先進資本主義諸国は，特
に英米などを且じめとしてケインズ理論の摂取とその経済政策の導入を積極
的に推進しつつ，技術革新を新機軸とした高度経済成長の時代に入り，それ
までしばしば提唱されていた不完全雇用下の長期停滞どころか，ほぼ完全雇
用の状態で高率の経済成長を実現させていく。かような未曽有の長期好況の
うちに，再生産の規模を順次拡大させながら，資本蓄積を増加させつつ強力
な生産能力をつけていく。このような社会経済の情勢の中で，曽てあれほど
までに先進諸国を悩ませた一般的失業という現象が，この地上から完全に消
失してしまったかのような感覚（一般的好景気が与えた印象があまりにも強
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か一）たので望ましくない現象はあまり目立たなかった事実や事実認識につい
ての錯覚などによる過大評価も含まれるが）を，人々に植えつけた。こうい
う社会の泰’Fムードを反映して巨視的分析はともかくとしてr…般理論」の
短期・静学という制限をとりはずして，経済の長期化・動学化が一一斉に必要
視されてくる。この長期・動学化の作業にあって，阯の経済学者達は，「一般
理論」の中枢である有効需要の原理を，そのまま残し継承していくが，ケ
インスが，「一一般理論」の後半のかなりのページをさいて，あれほどまでに力
説した貨幣経済の実物経済への影響を分析した貨幣固有の分析や流動性選好
利子論などは，ずっと後になって，トーピンやパティンキン，レバアリイや
スタイン等1）の貨幣モデルが登場するまでの間，軽視ないし捨象されてしま
う。この点に関して本稿で論じるケィンズ派のハロッド・ドーマーモデルお
よび新占典派の経済成長、蒲2）は，貨幣経済特有の働きと現代経済の1つの特
徴である財の諸価格，利子率・賃金のト方硬直性などに考慮を払っていないあ
るいはあまり重要視していないという意味で，ケインズ経済学よりも後退し
ているといえよう。3）しかし，そのような配慮の欠如を充分相殺して，なお
かつ有意義なことは，それが経済の長期的ビジョンとバランスのとれた均衡
成長の持続的径路を示してくれることであり，経済の運営や政策等の面でそ
れが実現できるかどうかは別間題として，我々の経済が進むべき道に関する
理想モデルを示唆してくれるという点にある。
　さて，戦後の経済成長論のおびただしい文献の端初は，まず，ケンブリッ
ジ学派のR．F．ハロッドによって開かれ，続いて米国のE．D．ドーマー
によって先鞭をつけられた。これまでの科学の歴史にも，しばしば経験され
たように，この2人もそれぞれ別途に，自分のアイデアを考案したものであ
り，同類の根をもつ問題意識に立脚したハロッド・ドーマーモデルとしてあ
1）　O　T　T，D．J．他〔33〕P268参照
2）　典型的代表者は，ソロー〔37〕，スワン〔40〕，ミード〔32〕，サミュエルソン〔36〕である。特に〔37〕には新
　古典派経済成長理論の基礎となった“A　Contribution　to　The　theory　of　Economic　Growth”の他，
　1956年から1967年までのソローの経済成長に関する主要論文が集録されている。
3）　ハロッドの場合はともかくとして，彼等は，経済成長の理論が本質的に長期理論であるところから一時
　的な現象としてケインズ的条件から不均衡が起りうるかもしれないが，やがて，自動的に価格調整作用が
　働いて解消するであろう，と考えているようである。
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まねく知られており，現在では，経済成長論の古典に位置づけられている。
彼等の理論は，いずれも単純な形ではあるけれども，非常に洗練されたもの
で，既に成長論の先駆的論文としての共有財産となっており，成長論の主要
な問題が，どこにあるかを教えてくれる点で非常に有意義であり，且つまた，
成長論の出発点ともなっている。
　ケインズは，投資を消費と同じように，有効需要をつくりだすものという
点でとられたが，投資には，その他に財の供給を担う生産能力を増加させる
という固有の働きがある。この点に注目したのが，ドーマーであった。
2．ドーマーの経済成長論
　投資は，所得と雇用を増大させるが，一方では生産熊力をも拡大させる。
投資の二面効果を強張して，投資と所得の成長運動の径路を洗練されたシン
プルな形で提示したのがドーマーである。彼によれば，経済全体で生産しう
る産出高Qは，資本ストックKに正比例する。すなわち，
　　　　Q一σK　　　　　　　・……………（1〉
で与えられ，これは，生産関数と考えられるが，古典学派のように供給サイ
ドに重点がおかれている。ここで，σは，産出一資本比率であり一単位当りの
資本ストックKの産出量を示し，たとえばσ一〇．25なら年々100円の産出物
のフローを生産するためには400円の価値の資本が必要であるという社会全
体の平均的産出係数を表わしている。q）式を微分して△Kを1に書き改める
と4）・
　　　　△Q一σ1　　　　　・……………（2）
となり，この式は，投資の産出効果つまり生産能力拡大の度合を示している。
　一方，投資の所得創出効果は，乗数理論としてあまねく知られている次式，
　　　　　1　　　　一△1一△Y　　　・……………（3）
　　　　　S
4）　普通，変数の微小量を△（デルタ）か微分記号のどちらかを用いるが，ここではこれにあまりこだわらない。
　ドーマーとハロノドの成長論では主に前者の△を使い，ソローの成長論では微分を使っていく，，
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で示される。ところで，両効果は，投資について次元の異なる水準に関与し
ているということに充分留意すべきである。すなわち，産出効果は，投資の
絶対水準1に依存するのに対し，所得創出効果は，投資の水準ではなく，そ
の増加分△1に依存する。それゆえ，もし，投資が増加しなければ△1－0
であるから所得創出効果は発生しないが，それが正である限り生産能力は増
大することになる。
　従って，所得が増大する生産能力に均等していくためには，投資は休みな
く絶えず増加していかなければならないことになる。いま，仮りに現存資本
ストックの過不足や遊休のない状態，いいかえると実質所得水準Yと産出量
Qの調和のとれた状態から出発するものと想定する時，それ以後の時間経過
にわたって経済が持続的に均衡していくためには各期間にわたって△Y一△
Qでなければならないから，（2）と（3）式より次式が成立しなければならない。
　　　　△1　　　　　　＝＝σs　　　　　　　　　　　　　　　　　　…　一・・・・・…　じ・・（4）　　　　　1
　左辺の投資の成長率は，所得と産出高が調和のとれた均衡の対称度を維持
しながら増大していく率を表わしており，均衡成長率と呼ばれる。均衡成長
率を実現するためには，投資の成長率は，産出係数σと平均貯蓄性向sの積
に等しい率で推移していかなければならない。もし，一定である長期的な平
均貯蓄性向sおよび産出一資本比率σが例えばs－0．2，σ一〇．25であれば，
所得と生産能力が均衡的に成長するには，投資の成長率は，5％の率で成長
していかなければならないことを示している。もちろん均衡成長率σsは，持
続的均衡に要求される投資の成長率であって，現実の投資の成長率ではない。
ドーマーに従えば，現実の投資成長率が均衡成長率σsと一致しない場合，所
得と産出量の不均衡は，ますます一層拡大する傾向にある。すなわち，
　　　　△1　　　　　1　＞　σs　ならば△Y〉△Q……………（5）
であり，これは，企業の立場から見れば超過需要の状態であるから，次期の
現実の投資成長率は，ますます上昇して均衡成長率σsから乖離する。反対に，
　　　　　　　　　　　　　　一86一
△1一＞σs　ならば　△Y＜△Q・　1 一（6）
であり，これは，超過供給の状態であるから次期の現実の投資成長率は，ま
すます低下して均衡成長率σsより乖離していく。つまり，現実の投資成長率
は，一度均衡成長の径路から離れると，それは，ますます不均衡を拡大させ
ることになって，経済を不安定的変動に晒すことになる。このドーマーモデ
ルからいえることは，経済をより一層速く成長させたいと思うならば，資本
をより生産的にするつまりσの値を引き一kげるか，平均貯蓄性向sを引き上
げるか，あるいはもちろんその双方を引き上げたうえで，現実の投資成長率
を高めていかなければならないということを示唆している。
　ところが，高度に発達したたいていの先進資本主義諸国では，平均貯蓄性
向sは，長期的にほぼ一定しているという統計的趨勢が観測されるし，また，
産出一資本比率σも一定ではないサれども，統計から見るかぎりあまり変動
をしていないという事実が存在している。ゆえに，均衡成長率そのものを，
むやみに引き上げることはできないのである。長期的貯蓄性向sは，通常，
経済構造や社会制度などが変化しないかぎり，その変化を期待するのは望み
薄といわざるを得ないし，また産出一資本比率σに関しても，おそらく技術
進歩が労働力の生産的効率や新しい資本設備に与える何らかの影響を通じて，
それをほぼ一定の状態にしているかもしれない。従って，もし，このドーマ
ーモデルの描き出す筋書きが現実の投資の二面的効果を正しく写像している
ならば，当然われわれは，平均貯蓄性向sと産出一資本比率σを決定するい
くつかの変数，特に技術進歩などの経済効果を探究しなければならないであ
ろう，
3．ハロッドの経済成長論
　ハロッドは，経済における長期安定的成長は，いかにして実現できるか，
という問題意識から出発して，それが実現する基本的諸条件を提示しようと
試みた。同時に，現実の経済がこの長期安定成長径路から何らかの理由によ
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リて離れた場含，それがただちにこの安定成長径路にもどるかどうかを説明
できる埋諭を深く探究したQ
　彼の理論は，3つの基本方程式から成っており，その理論の核心は，資本
蓄積が進行しつつある成長経済において，産出高に対する需給均衡が持続的
に成長するための諸条件5）を導出し，それが一定の速度で資本蓄積が行なわ
れることを要求するものであることを明らかにしたところにある。基本方程
式の導出にはいる前に，前提となるべき若干の諸仮定を示しておこう。われ
われは，ドーマーの場含の仮定については，はっきり明示しなかったけれど
も，以トにあけるハロッドの仮定とほぽ・致している。
　（1）経済には，唯一つの同質な財だけが存在し，それは消費にも投資にも
　　ゼリーのように自由に変形できるものとする。すなわち，唯一っの「完
　　全可塑的同質資本財」を仮定する。
　（2）労働力は，いかなる経済諸変数にも関係なく独立して一定の率nで成
　　長する。
　（3）労働と資本との代替を許容しないような固定的な生産関数である。一
　　単位の産出量を生産するために要する資本量と労働量は一定である。す
　　なわち，資本係数と労働係数は一定である。
　（4）　比例的な貯蓄関数である。
　（5〉成長経済を考察の対象とする。つまり，実質所得が，年々増加しつつあ
　　あるような経済を扱う。
　以上の諸仮定のもとで，モデルが均衡する諸条件を導出しよう。まず，投
資と貯蓄は，フロー概念としてみれば，事後的に均等となるから，
　　　　　1－S　　　　　　　　　　…一一・・…・・・・…11）
両辺をYで除して，左辺に蟄を乗じて変形すると，
　　　　△Y　　　l　　　S　　　　一一　・ 　　　　一　一　　　　　　 一・一・一一・・。・・9。・。（2〉　　　　　Y　　　△Y　　　Y
5）　ハロソド・ドーマー斉合性の条件と言われている。この条件は，ソローの成長論においても，持続的な
　均衡成長径路の条件として用いられる。
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となる。ここでA鐸G△IYは産出物一単位当りの現実の生産に要求さ
れた資本量を表わしているので，現実の資本係数と呼ばれるが，これをCで，
右辺の号という比例的な貯離向をsで表わすと（2）式は・
　　　　GC－s　　　…………・……・・（3）
と書き改められる。この式は，ハロッドが「自明の理」といっているもので，
現実経済の実質所得の成長率に関する基本方程式である。Gは，現実の実質
所得の成長率を表わし，投資と貯蓄の均衡不均衡にかかわらず，事後的に観
察された実際の成長率のことである。この場合，現実の資本係数Cは，資本
ストックKの実際の使用度によって，事後的に決定されるものであることを
注意しなければならない。
　次の基本方程式は，ハロッドの成長論の中心概念となるべきもので，その
導出過程は，次のとおりである。仮定（3）より，K一ッY。これを微分すると
△K一ッムY，△Kのかわりに1でおきかえると，
　　　　　1一ッムY　　　………・………・・（4）
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　6）この場合の投資1は所得増分に依存する形の加速度原理による誘発投資
を示しており，この”は必要資本係数と呼ばれ，生産者が最も適切と考える
資本係数を表わしており，現実の資本係数Cとは別の概念であり，Kの完全
利用を想定する場合の固定的な資本係数のことである。
　一方，貯蓄は，仮定（4）より，S－sYであるから，この貯蓄ど4）式の誘発
投資の均等により，
△Y　　　s
Y　　　ツ
一（5）
が得られる．ここで，この所得成長率ギをGと区別するために・Gwと書
くと（5）式は，
　　△Y　　　sGw庸了盤万 一（6）
6）　ハロノドの投資は，誘発投資にその重点がある。彼は．ある一定の独立投資から導かれるある仮想的均
　衡状態から出発しており，この出発点から所得増分を通じて派生する誘発投資から，経済動学を確立しよ
　うとしている。
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と書き改められる。Gwは，企業者が将来の市場諸条件を予想して，最も利
潤を獲得することができると考える成長率という意味での適正成長率と呼ば
れているものである。この適正成長率Gwは，もしも，彼等が前期に市場に
現われた需要にちょうど等しいだけの産出物を供給したとすれば今期には，
その産出高を前期に増加させると同じ率だけ増加させようとするであろうし，
他方，もしも，前期に誤って，需要を予測していれば，今期の産出高成長率
を増減させて，調節するであろうという生産者（企業者）の行動の適応の表
現化にほかならない。従って，資本ストックKが遊休することなく常に正常
な操業下のもとで完全利用されるには，実質所得Yは，常にiの率で成長し
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　”ていかなければならない。すなわち，
　d　　　　　　　　sπ（1・gY）一■ ・・（7）
Yの初期値をYoとすると，
　　　　」里tY－Y。eび ・・（8）
となり7），さらに，K刊Yから，
　　　　　　　遺LtK一”Y－K。e”　　（。．●K。一”Y。） 一（9）
となって，資本ストックKの完全利用下における実質所得Yと資本ストック
Kの持続的均衡成長径路は，それそれ決まる。
　最後に，彼は，ドーマーの理論に見られない独自のものとして，自然成長
率と呼ばれるものを導入している。自然成長率とは，労働力の増加率と技術
進歩による一人当りの産出高（労働生産性）の増加率の和であり，現実の成
長率Gが長期間にわたって決っしてそれを超過しつづけることができない極
大成長率を表わしている。不断に一定の速度で進行している技術進歩による
7）　d　log（Y）一idt………ゆ…（7）｝と変形し，両辺を積分すると
　　　　り∫ld（1・9Y）一／l券dt
I・gYH・gY・一→｝t
．・．Yt－Y．e砦t
　－90一
労働生産性の増加率をmとすると，自然成長率Gπは，nとmの和（これをμ
で示す〉に等しい。すなわち，
　　　　Gn－n十m一μ　　　　　　・……………（10〉
　仮定（3）より，L－u　Y－L。e　ntである。uは，固定的な労働投入係数を
示している。毎期一定の率で成長しつづける労働力Lが，すべて生産物市場
からの労働需要によって吸収されるためには，Yは常にμの率で成長しなけ
ればならない。さきの適正成長率Gwが資本ストックKの完全利用成長率で
あるのに対して，自然成長率は労働力の完全雇用成長率にほかならない。従
って，資本ストックKの完全利用と労働力の完全雇用という二重の意味での
完全雇用と整合的な所得Yの成長率は，次の条件
　　　　Gw一一一μ　　　ツ
・・（11）
が成立するときに，満たされる。（11〉式は，二重の完全雇用を実現させながら
均衡を維持し持続的に成長するためには，実質所得Yは，毎期iの率で成長
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　ツしていくと同時に，他方では，そのiがμに等しくなければならないことを
　　　　　　　　　　　　　　　む
要求している。それゆえ，（11）式を，均衡が持続的に成長していくためのハロッ
ド・ドーマー斉合性の条件と呼んでいる。
　投資の二面効果を捉えて，均衡が持続的に成長するいわゆる均衡成長率を
導出したのがドーマーであったが，ハロッドは，生産要素の完全雇用という
面から，それに接近したのであった。さらに進んで，ハロッドは，前記の3
つの基本方程式を巧みに駆使して成長現象の別の側面である経済の景気循環
的成長の説明を試みている。現実の実質所得Yの成長率Gが，Gwの径路から
はずれたとき，経済はどうなるか？　ハロッドに従えば，Gwに対するGの乖
離G≧Gwは，資本主義経済に特有な矛盾の発展から，その乖離に遠心的作用
が自然に生じて，経済の不均衡を拡大させる。G＞G　wならば必然的にC＜
ッであるが，これは，sが一定であるから，Kの酷使あるいは資本ストック
Kの不足を意昧し，この状況に対して，企業はますますGを増加させて，資本
を補おうとするから，Gwからの乖離を拡大させる。反対に，G＜Gwならば必
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然的にC＞”であるが，これは，Kの過剰状態を意昧し，現実成長率Gは，
ますます減少して適正成長率Gwからの乖離を拡大させる。すなわち，ドーマ
ーの場合と同様，GがGwから一度離れる（ドーマーの場合，投資増加率△⊥
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1
が，均衡成長率σsから離れる）と，ますますGwの径路から逸脱してしまって
不均衡を拡大させながら，不安定的変動を起させる。すなわち，ハロッドの場
合，Gwで示される均衡成長径路は，動学的に不安定なのである。
　次に，経済の長期的不調和をGwに対するGnの乖離Gn～Gwを使って説明
する。ハロッドに従えば，Gn＞Gwのときは，相対的に労働力が過剰で資本
ストックKが不足していることを意味しており，これは，後進諸国の特徴に
似ており，反対にGn＜Gwの状態は，資本蓄積の過剰と労働力の不足を意昧
し，先進諸国の特徴に似ているという。
　以上の成長率に関する2組の短期的および長期的分析用具を使って，ハロ
ッドは，景気循環的成長の過程を次のように説明する。まず，景気上昇はG
＞Gwの状態から始まり，この乖離は，既述のように，資本ストックKの継続
的不足を発生させながら，上昇運動を持続拡大させる。しかし，先進国の場
合，その経済構造の特質（Gn＜Gw）から，Gは，長期的にGnを超過する
ことができないから，やがてG＜Gwに転化され，下降運動が始まる。後進国
の場合（Gn＞Gw）GがGnによって制限されても，G－Gn〉Gwであるから，
しばらくなお，上昇過程をつづするが，やがて，利潤が拡大して，sを高め
て，従って，Gwを高め，究極的には，G＜Gwの状態に転化する。そして，景
気下降より上昇への再転換については，まず，下降運動にともなって，貯蓄
性向sが低下し，適正成長率Gwを減少させると，一方では資本設備の更新が
集中的に発生して，不況は底入れして，ふたたびG＞Gwに転化される。
　以上がハロッドの成長論の主要内容であるが，ハロッドモデルの理論的フ
レームワークは，比較的にかなり単純であるが，洗練された上記の分析用具
を使って資本主義経済特有の景気循環的成長過程を浮き彫りさせている。す
なわち，資本の完全利用を前提として適正成長率を求め，企業者的均衡の立
場からGwに対するGの動きを解明し，その上で，労働の完全雇用を含む自然
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成長率を対比させて，失業間題を論ずる仕方は，まさにケインズの雇用理論
と軌道を同じくする分析手法なのである。ケインズの場合には，労働の完全
雇用の達成を最大の政策目標としたのに対して，ハロッドの場合には，不断
に進行する技術進歩を前提にした上で労働の完全雇用と資本の完全利用を実
現させながら
　　　　　G－Gw－Gn　　　　一………………（12）
を達成することが最高の経済政策目標であるとした。
　しかし，その問題点としては，主に次のものをあげることができよう。8）
　1．本来，長期的分析の視点に立つはずの成長論，景気循環論において，
　　ケインズ派の常套手段である短期分析の接近法を採用している。
　2．固定的な生産関数を仮定しているとこうことは，既に最初から経済組
　　織の一部に硬直性が存在するものと見なしている。経済に何らかの硬直
　　性を仮定すれば，当然そのモデルから導出される結論も，不均衡なもの
　　あるいは不安定なものが現われても，別に不思議ではない。それゆえ，
　　不安定的成長過程を説明できても，何ら驚くに当たらないという批判が
　　あげられている。
　3．変数は全て実質値であり，成長経済を扱っているにもかかわらず貨幣
　　的現象の意義か取りあけられていない。市場の巨大化，拡大細分化が高
　　度に進めば，当然貨幣経済の役割が相対的に増大するにもかかわらず，
　　考察の対象からはずされている。この点に関しては，ケインス経漬学か
　　らの後退といえよう。
4．ソローの経済成長論
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　9）ソローは次の諸仮定を前提して成長論を展開している。
（1）資本ストックKは，直接に測定可能な概念とし，消費のためにも生産
8）　1および2にっいては，Solow〔37〕ppll3～114参照。3についてはTobm〔41〕p103参照。
9）　Solow．R。M〔37〕pp115～118参照。そこで，ソローは，何としても避けることのできない単純化の
　ための仮定を，究極の帰結にあまり響かないような仕方で設定するところに，理論の要諦がある，と言っ
　ている。また「肝心かなめな」仮定とは，結論が打てばひびくようにそれにかかってくるものだ，とも書
　っている。
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　　のためにも使えるという「完全可塑的資本財」を仮定する。従って，経
　　済には，単一の同質的財が存在するだけで，人・年などの単位で測るこ
　　とのできる労働を別にすれば唯一の物理的単位が存在するだけである。
　（2）労働力は，外生的に与えられ毎期一定の率nで成長する。
　（3）生産要素闇の代替がきく可変的生産関数を採用し，収穫一定の仮定を
　　置く。従って，この場合の生産関数は，1人当りの変数で表現すること
　　ができ且つまた連続微分可能な関数とする。さらに，すべての市場で完
　　全競争が行なわれている。従って，各生産要素の実質報酬率は，限界生
　　産力（あるいは限界生産物の価値）に等しく，また生産要素に関する限
　　界生産力逓減の法則を受けるものとする。
　（4）比例的な貯蓄関数である。毎期の貯蓄は，すべて残りなく実物投資に
　　結実し資本蓄積に追加される。
　（5）しばらくの間，技術進歩が存在しないものとして扱う。しかし，後の
　　4－4で改めて，ハロッドの中立的技術進歩を導入して，一般的なモデ
　　ルの再構成を行う。
（6）貨幣の役割やそれが実物経済に与える影響を捨象し，専ら実物経済の
　運動だけを考察の対象とする。従って，ケインズ経済学において重要な
　役割を果す貨幣や貨幣賃金の下方硬直性などの存在する余地はなく，す
　べて完全雇用という前提から，一時的な不均衡が生じてもやがて均衡に
　向うべく自動的に調整され，短期の完全雇用の完全均衡が成立すること
　　が保障されている。要するに，不完全雇用が生じているときには，完全
　雇用が実現するまで賃金が直ちに下落するか，あるいは適当な租税政策，
　財政政策や金融政策が実施されて，常に完全雇用が実現されるものと考
　　える。つまり，長期的な経済成長の過程を短期均衡の累積現象過程とみ
　　るという均衡動学の経済観に立脚している。
以上の諸仮定のもとで，ソローモデルの均衡条件を示すと，次のようにな
る。10）
10）　Solow．R．M〔37〕pp115－118参照。
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　まず，生産要素と産出高の生産技術を示す生産関数は，
　　　　Y－F（K，L）………………（1）
である。ここで，Lは，労働の総雇用量を，Kは，社会が保有する現存の資
本ストックを表わし，新古典派モデルでは，仮定（6）で示されているように，
常に遊休することなく完全操業下にあるという，いわゆる「資本ストックの
完全利用」が前提されている。もちろん，この生産関数は，仮定（3〉によって
特色づけられた性質を保有する周知のwell－behavedで連続微分可能である。
　第2に，財貨・サービスや貨幣の循環的流れにおいて，経済が均衡するフ
ロー条件は，投資と貯蓄が等しいことである。すなわち，
　　　　　K－sY　　　　　………………（2）
　ただし，記号を簡略化するために，時間に関する微係数をあらわす演算子と
して，ドット（たとえばk一誓〉を用いていく。ソ・一モデルでは，資本ストッ
クKは同質的財の合成商品の累積量を意昧するから，純投資は，この資本スト
ックKの増加分となるから左辺のKは，純投資を表わしている。一方，右辺
のs　Yは，貯蓄を示し資本の減耗を掛酌したのちの国民純産出高Yの一定割
合sだけ行なわれる。この場合の平均貯蓄性向sは，限界貯蓄性向でもあり
毎期の貯蓄は，経済循環から漏出することなくすべて毎期の資本ストックヘ
の蓄積となる。
　最後に，働く意志のある労働者は，すべて雇用されているという，いわゆる
「完全雇用」が仮定されている。労働力は，外生的な人口増大の結果として，
一定の相対的増加率nで成長する。すなわち，
　　　　　L－L。ent　　　…・・……………（3）
　ここで，L。は，労働力の初期値を表わし，技術進歩が存在しない場合には，
このnがハロッドのいう自然成長率にほかならない。11）式のLは，利用可能
な労働力の総供給量をあらわしているから，（1〉式のLと同一視することは，
つねに完全雇用が維持されていると仮定することと同等なのである。
　以上の3つの均衡条件から，完全雇用の時間径路に対応する資本ストック
Kの各時点の時間径路を示すことができる。（2〉式のYにq〉式を代入すると，
　　　　　　　　　　　　　　一95一
　　　　　K－sF（K，L）　　　　　…・…………（4）
あるいは，（4）式に（3）式のLを代入すると，
　　　　　k－sF（K，L．ent）　一…乳・……（5）
となり，これは，資本ストックKという単一変数の一階の微分方程式になる。
この（4拭あるいは（5）式が，ソロー・モデルのいわゆる基本方程式である。こ
の基本方程式を使・）て，完全雇用における資本ストックKの時間径路を一義
的に決定し，さらに労働力の時間径路とから，生産関数を通じてそれらに
対応する実質産出量Yの時間径路を表わすことが可能となるのである。
すなわち，上記のことがらは，次のように表現できるであろう。まず，
（3）式から初期値L。が与えられると，各時点における利用可能な労働供給量が
与えられ，同じく利用可能な資本ストックKも既存の資本蓄積の大きさとし
て与えられる。そのような想定のもとに生産が行なわれ，その果実である実
質産出高が消費され，残りが貯蓄される。次期の生産に，その増大した資本
ストックKはすべて投入され，増大しつつある労働力と相まってより大なる
産出物を産み出していく。この過程は，少しの狂いもなく，また中断される
ことなく継続して繰返されていく。注目すべきことは，貯蓄一投資過程が，
ケインズ派のような投資先行説ではなく，古典派の貯蓄関数がそうであった
ように，貯蓄先行説に立脚していることである。新古典派の世界は，「供給は
それ自ら需要を創造する」という命題に要約できるセイの販路法則が支配し
ている世界なのである。
　以上のような考え方から創造されるモデルは，どのように運動するであろ
うか？　外生的に与えられる労働力と資本ストックの完全利用を前提として，
それらがすべて雇用されたまま，それと両立して経済が予定された径路を動
いていくには，最低限どれだけの諸条件が必要であろうか？　またそういう
前提と両立しうる成長は，いったいどういうものかを明らかにしなければな
らない。
　まず，最初に明らかにしておかねばならない重要なことは，外生的に与え
られる労働力の成長率nがどんな値であっても，必らずそれと両立する資本
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ストックKの資本蓄積径路があるかどうかであろう。そのために，（4）式の両
辺をそれぞれKで除して，Kの資本蓄積率が，KとLに依存する関教を導く
と，　　　・
　　　　　K　　　　　　　　L　　　　　L　　　　－KニsF（1・π）識φ（R）…’…一（6〉
となる。この方程式は，資本ストックの完全利用を前提とした資本の蓄積率
を示すものであり，同時にハロッドの適正成長率Gwに等しいものである。
　　　　　　　　　　　　　　　　　L新古典派モデルでは，資本の蓄積率が，予ζとともに単調に変化する生産関数
は，仮定（3〉のような性質から，
　　　　　φ　（0）一〇　　φ　（○○）一〇〇
と想定できるので，（6）式の関数を図示したものが，次の第1一図である。
????
?? E／
???
???
　　　　　　　　　　　　　　第1一図
　　　　　　　　　K　　L　　　　　　　　　　　　　　　　　　L　同図の右上りの曲線天は，天の増加関数であり，横軸に水平な直線τは，
経済の外部から支えられる労働力の成長率nを表わしており，ハロッドの自
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　L然成長率に該当する。いま，ある初期時卓での箕がE点の左側に与えられた
　　　　　　　　　　　　　　　　　L　良　　　　　　　Lとしよう。同図からも明らかなように・了：はπよりも大きいから・．π謬ヰ増大
　　　　　　　　　　　　　L　　　　　　　　　　　　　　　K　LしE点に向って進行し，逆に，天がE点の右側に与えられると，箕がτより
　　　　　　Lも大きいから，πは減少し同じくE点に向って進行していくことになる。か
くして，いかなる初期時点から出発しても，必らずE点に収束しE点は，動
学的に安定な均衡点となるのである。従って，どのような率の労働力の成長
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　上
　　　　　・　　　　（セ）聾　　　　　K
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が，外生的に与えられても資本の完全利用と両立する資本蓄積径路が存在し，
　　　　　　　　　　　L同時にその径路と調和するπの均衡点も存在し且つその点の動学的安定性は
確保されうる。既述のように，ハロッドによれば，先進国では，資本の成長
率が人口の成長率よりも大きく，後進国では，逆に人口の成長率が資本の成
長率よりも大きいのが一般的な特徴であるという。もし，労働力が常に人口
のある一定割合を占めているとすれば，技術進歩の存在しない場合，先進
国では，資本の成長率は労働力の成長率よりも大きく，その結果としてその
　　　　　　　　　Lギャップを埋めるべく一Rが減少していき，第1一図の矢印→の方向に働く力
が発生するだろう。ところが，後の4－4でP・A・サミュマルソンやN・
カルドアなどによって明らかにされる「様式化された事実」にも示されるよ
　　　　　　　　Lうに，先進国では，πが連続して減少しているという統計的事実は存在して
いない。この事実を考慮すれば，当然両者の成長率のギャップを埋めるべく
何らかの力が働いるいると考えざるを得ない。それを説明するものが，他な
らぬ技術進歩の効果である。技術進歩を導入することによって始めて，資本
の成長率が労働力の成長率よりも大きいという事実を統計的事実と矛盾する
ことなく説明できるのである。技術進歩の導入したモデルは，後の4－4で
扱う予定であるから，しばらくそれを除外して進んでいく。
　　　　　　　K　　　　　　　　　　　　L　かくのごとく，天が自己調整を行ないながら■に従属して等しくなるとい
うことは，ハロッド流の言葉でいえば，適正成長率が自然成長率に歩調を合
せて均衡するまで変動する，ということである。この点にこそ，ハロッド体
系と新古典派体系にきわだった対称的な相違点を見い出すことができる。す
なはち，ハロッド体系では，固定的生産関数を採用しているので，適正成長
率が自然成長率に等しくなるのは，偶然による以外にはないのに対して，新
　　　　　　　　　　　L古典派体系では，労働力が一一nの率で成長していく限り，資本の成長率お　　　　　　　　　　　Lよび，また生産関数の一次同次1生11）から実質産出量Yの成長率も，同率で年
11）　例えば生産関数Y－F（K，L）で生産要素をそれぞれ入倍するとき，
　　　　　F（λK，λL〉一λF（K，L）一λY
　が成立するとき，動学的には1次同次の生産関数であるという。ここでは，生産要素はλ＝1十nの率で
　増大する。
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年歳々成長していくことになる。このように経済がE点の状態を持続しなが
ら進行するとき，均衡成長あるいは持続的均衡成長径路にある，といわれる。
　したがってわれわれが，着手しなければならない次の仕事は，この新古典
派経済成長モデルの一般的な性質ないし特徴を究明していくことである。特
に，具体的結論を引き出すときには，生産関数を特定化する必要があるけれ
ども，一般的な定性ないし特徴を調べるときには，特定化しなくても，（5）式
の微分方程式を解いてさまざまなケースについて調べていけば，その性質に
関する特徴は得られる。（4）式あるいは（5）式の方程式に関するY，K，Lにつ
いての関数関係を図示するとなると，3次元のものになるが，幸い規模に関
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　Kする収穫一定の仮定があるから，資本一労働比率k一一という新しい変数を　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　L
用いることによって2次元の平面図に描くことができる。まず，〔1）式の生産
関数は，次のように表現しなおすことができる。
　　　　　y－f（k）・一一・一…・………（7）
　　　　　　Y　　　　　K　　　　　y＝「：　　k諸τ
　ここで，y，kは，それぞれ1人当りの実質産出高および資本を表わして
おり，同時にこの1人当り表示の生産関数は，
　　　　　f（O）一〇　f（・・〉一・・
と想定することができ，また限界生産力は，決して負にならないという性質
とkが増大するにつれて限界生産力逓減の作用を受けるということから，
　　　　ヂ（k）＞O
　　　　f”（k）＜O
　　　　　k→Oのときヂ（k）→○O
　　　　　k→○○のとき　ヂ（k）→0
というwell・behavedな性質を備えている。すなわち，資本の限界生産力
f’（k）は，常に正であるがkが増大するにつれて逓減していく。また，生産
要素間の代替が自由自在という性質から，k→0のときf’（k〉→・・，k→・・
のとき，f’（k）→Oと想定することができる。例えば，コブ臨ダグラス型の
生産関数の場合には，これらの性質は，すべて満足される。
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　以上の性質を兼備した1人当り表示の生産関数を図示すると，第2一図の
ようになる。
y
　　　　　　　　　　　　　　第2一図
　同図において∫（k）曲線は，あらゆるkに対応する1人当りの産出高を表
わしており，kの値が大きくなるにっれて曲線の接線の勾配はゆるやかにな
っている。f（k）曲線上のすべての値は，労働力と資本ストックという二重
の意昧における完全雇用下での1人当りの資本k（1人当りの資本装備率と
もいう）に対応する1人当りの産出高の組み合せである。
　以上の予備的考察の下で，1人当りの資本kの調整径路を求めるために，
変数kの変化率を求めてみる。
　　　　　藍　d　　　　d　　　　　　　　宜　　　　r盃（1・gk卜盃（1・gK－1・gL〉＝π一n・一く8）
この（8）式と（7）式お・よび（2）式から，経済が均衡成長をするためのkの調整径路
を求めるには，（2）式の両辺をKで除して，（7）式を考慮すると，
　　　　餐一s老一s量一壱f（k）………一く9）
ここで，規模に関する収穫一定の仮定から，kのみからなる1階の微分方程
式が得られる。すなわち，（8）式と（9）式から，
　　　　　を＋nk－sf（k）　　　　　一（10）
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（10）式のkについての解は，生産関数f（k）の具体的な形によって定められる
から一般解を求めることはできないが，唯1人当りの資本いわゆる資本装備
率が，終始オーバータイムに一定であるという特殊な均衡成長径路を求める
場合には，k－0という条件が満たされればよい。すなわち，R－Oのとき，
資本一労働比率kは，不変となる。第1一図からも明らかなように，12）均衡
水準では資本ストックKは，労働力と同じ成長率nで増大していかなければ
ならない。（10）式を少し変形すると，
　　　　　R－s｛（k〉一nk　　・………・一…（11）
　ここで，s　f（k）は均衡成長の持続的径路における1人当りの貯蓄を，n
kはその径路を持続させるために必要な1人当りの投資を，それぞれ表わし
ている。これらの投資と貯蓄が等しくなるとき，k－Oすなわち，資本一一労
働比率kおよびその逆数である労働一資本比率は，不変となる。kのこの均
　　　　　　衡水準を，kと表わしていくことにする・
　一般に，（ゆ式は1つないしそれ以上の根をもつが，k－0の場合には，（11〉
式はただ1つの根をもつ特殊な場合に該当しすべてのtに対して成立するk
　　一kという条件は，モデルの1つの整合的な均衡径路を与える。明らかに，
この場合の変数Y，K，Lの均衡径路を求めると，次のとおりとなる。
　　　　　K　　　　　　＊　　　　一一　k－k　　　　　1、
　　　　．K－k＊L需k＊L。ent　（’』　L富L。ent）
　さらに，
　　　　　y－f（k）コf（～1一一定でそのときの産出量をy3㌧f（k＊）と書け
ば，
　　　　　Y　　　　　＊
　　　　τ認y－y
　　　　　　　＊　　　　＊　　　nt　　　　．Y3yL－yL。e
　　　　　　　　　　　　　　従って，（11）式のある特殊根kから
　　　　　　　ホ　　　　　　　　　　　　　よ　　　　　Y譜yL。ent・K－kL・ent，L－L。ent
　　K　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　L12）　r－kの一定は明らかに，第1一図の均衡状態で，その逆数であるXが一定であったことに対応している。
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Y，K，Lに関する3つの均衡成長径路が求まる。つまり，均衡成長径路を
持続していくためには，所得Yおよび資本ストックKは，それぞれ労働力の
成長率nと同じ率で年々歳々成長していかなければならないことを示してい
る。しかしながら，この場合所得Yと資本ストックKが労働力成長率nと同
じ率で成長しても，1人当りの生産量yと1人当りの資本量kは，ある一定
の水準に固定されたままなのである。すなわち，k－Oの場合の（11）式を変形
すると
　　　　上佳L一ヱ＿ユ　　　　　k－k－s　　…●…………（12）
が成立する・明らかに（12）式喋，従って蚤は，産出一資本比率告13）であるか
ら，モデルが均衡成長解をもつ必要十分条件は，産出一資本比率が藍である
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　S
こと。すなわち，すべてのtに対して，
　　　　　1　　Y　　　n　　　　一一一一一　　　　9一………・・曹（13）　　　　”　　K　　　s
が成立していることである。これが，ソローのハロッド・ドーマー斉合性の
条件であり，モデルが均衡成長するためにはハロッドのいう適正成長率Gw
が自然成長率nに等しくなければならないという別の表現形式にほかならな
いo
　　　　　　　　　　　　　　　　L　さらに・第1一図で唯一つの均衡値πが導出されたように・その逆数であ
　Kるエ1－kも，生産関数の制約条件から，唯一つしかないことが保証される。
第3一図において，f（k）曲線は，1人当りの単位で表現した資本と産出高
の関係を示す生産関数である。いま，曲線上の任意の点Pをとると，O　Pの
勾配は，寺撫表わすから源点・を通って勾鴫である直線は，生産関
数f（k）上の座標点E（k当ノ）を通るから，（12）式から，
　　　　　　　　　　　　　　道一f旧一ユ＿．．．．．．＿。．＿（14）
　　　　　k＊　　　k＊　　　　s
13）　ハロッドの資本係数ッ（すなわち資本一産出比率）は，甲定的であった。しかし，ソローの場合には，
　資本一産出比率り，従ってその逆数である産出一資本比率万は，可変的である。
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が成り立つ。生産関数f（k）は，仮定（3）の制約条件下で，常に正の値であり，
kがゼロから無限大に増加していくにつれて，連続的に減少するような単調
な性質を備えている。それゆえ，』一k直線が通るf（k）上のEのような点は
　　　　　　　　　　　　　　　ただ1つしか存在せずk＊の値は，（11〉式にお・けるR－Oの場合のただ1つの値
であることがわかる。
y
＊?
?????????』LkS
f（k）
　　　　　　O　　　　　　　　　　k＊　　　　　k
　　　　　　　　　　　　　　第3一図
　以上で均衡成長径路には，唯一のkが存在するという解の存在性が証明さ
れたことになる。このことは，労働力の成長率nと貯蓄性向sがそれぞれ独
立した独自のどのような値をとろうと経済が晋つまり均衡成長径路を進んで
　　　　　　　　　　　　　　　　　　K　　　　　　　　　　　　1いくためには，kが従って資本一産出比率マの逆数，産出一資本比率万が，
丑に等しくなるように動いて調整され，sとnのそれぞれの値と両立するk
　
の唯一つの値が存在するということである。
　以上のように，持続的な均衡成長率そのものは，経済体制の外生的要因に
よって与えられる自然成長率から決定される。人口の増加などから生じる新
規の労働者が失業することなく，労働力の構成単位として新しく就業につけ
るためには，適正成長率Gwは，自然成長率nに歩調を合わせていかなければ
ならない。適正成長率Gwが自然成長率nに歩調を合わせていくという新古典
派モデルの調整過程は，貯蓄性向sを一定と仮定する場合には，専ら，資本
一産出比率”が時々刻々変動して労働供給の事情に従属して変化していかな
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ければならないということを物語っている。
　従って，新古典学派のモデルでは，均衡成長を持続させていく調整要因は，
あくまでも，資本一産出比率”の変動にあるわけである。そして，技術進歩
の存在しない持続的均衡成長径路では，総資本と総所得は絶えず，自然成長
率nと等しく成長していくけれども，社会の成員の1人当りの所得水準は，
どこまでいっても，増加もしなければ減少もしないというある種の準定常状態
に到達することになる。このことは，われわれに次のことを示唆している。
労働力（人口）の成長が同じで且つ，貯蓄性向sが異なる2つの経済がある
場合，均衡成長率は，ともに同じになるが，貯蓄性向sが高い経済では当然，
資本一産出係数が高くなければならないから，総資本と総所得は，貯蓄性向
sが低い国よりも大きいであろう。このことは，第3一図の五k半直線の傾
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　斜がゆるやかになり，均衡点Eは右上方へ移行することを意昧する。この見
解は，一見，逆説的に聞えるがその相違はただsの高い国では，労働者1人
当りの資本，すなわち資本装備率が高く，より資本集約的な生産方法で経済
を運営しているという点だけである。かくして，新古典派モデルの持続的均
衡成長径路においては，貯蓄性向sは成長率それ自体には何の影響も与えな
いで，唯，生産方法が資本集約的であるか否か，を決定するだけである，
という驚くべき結論が得られる。
4－1　均衡の動学的安定性
既に第1一図のところで嚢が安定してし・る，という均衡の安定を説明した
　　　　　　　L　　　　　　　Kがそれは，またπの逆数であるエ1－kが安定的に均衡するということでも
ある。kの均衡の安定性を証明するためには，どのようなkの値から出発し
ても必ず，Gw－nに対応するk＊に接近することを示せばよいわけである、。す
なわち，Gwがnに等しくなる均衡成長が持続的に維持していくには，労働者
1人当りの資本量kが，従って，資本一産出係数ツ，またはその逆数である
　　　　　　　1産出一資本係数万がnとsの動きに対応してハロッド・ドーマー斉合性の条
件が等しくなるように連続的に変化していくことが必要であった。
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　　　　　　E
　　　　　　I　　　　　　6　　　　　　l　　　　　　I　　　　　　l　　　　　　l　　　　　　6ゼ＿sf（k）＿nkl
　　　　　　l　　　　　　I　　　　　　馨
　　　　　　唇
nk
sf（k）
　　　　O　　　　　　　　　　　¢　　　k
　　　　　　　　　　　　　　第4一図
　このkの連続的変化は，第4一図14）に示されている。k＊の左側では，資本の
成長率が労働力の成長率nよりも速いので，その結果として，1人当りの資
本kは，どんどん増加していく。いわゆる資本深化していく。しかし，他方
では，kが増加するにつれて1人当りの産出高yの増加分は，収穫逓減の作
用を受けて，漸次，減少していく。yが減少するにつれて，貯蓄性向sが一
定である限り，1人当りの貯蓄sf（k〉，すなわち資本の蓄積は鈍くなっ
ていき，ついに資本と所得の成長率が等しくなるk点に到る。この点では
じめて一定である自然成長率nと貯蓄性向sにちようど調和する1人当りの
資本と1人当りの所得の成長率が成立する。企業家は，もはや，資本一産出
係数ッを変更するいかなる理由もなく，その生産を続けていくことになる。
14）　sf（k）曲線が滑らかに連続的に変化するものであっても，（a）や（b）図の例外的場合は除外される。こう
　いう場合には，動学的な安定解は，保証されない。詳細は，Solow〔37〕pp121－3を参照せよ。
　　　　　　　　　　　　　nk　　　　　　　　　　　　　　　　　slf1（k）　　　　　　　　　　　　　　sf（k）　　盛　養　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　nk
s2f2（k）
O　k1 k2
（a）
k3　k 0
（b）
k
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このような均衡成長径路では，YとKの成長があっても，yとk，従って資
本一産出比率”は一定の値に固定される。この径路では，労働力の成長と歩調
を合わせて，唯kの水平的拡張があるのみである。
　以上の分析は，均衡点の唯一的な存在性と均衡の安定性を達成するために
は，一定のsとnに対応して，k従って資本一産出係数ッのみが，変動する
と考えてきた。そこで今度は逆に，それが一定であり，貯蓄性向sのみが変
動すると考えても論理的には一向に差し支えないのである。この場合には，
労働供給の変化に対して，貯蓄性向が連続的に変化して均衡の安定性を確保
することになる。15）すなわち労働力の成長率nが高くなれば，貯蓄性向，が
高くなればよいし，それが低くなれば貯蓄性向sが低くなればよいわけであ
る。しかし，”あるいはsのいずれかに均衡の安定性についての調整機能を
課すのは，現実の経済から観るかぎり両極端であり，おそらく，前者に重点
がおかれることはまちがいない事実だが，これら2つのものが相互に動いて
調整されるいると考えて間違いないであろう。そして貯蓄性向sが，経済成
長率の要因となる場合には，成長間題に新たに所得分配が関係してこよう。
4－2　持続的均衡成長径路のもとでの所得分配
　最後に，均衡成長径路では，すべての市場で完全競争が成り立っており利
潤極大原理が有効に働いている限り，任意のどの時点での利潤率と実質賃金
率も，生産要素K，Lそれぞれの限界生産力に等しいということが証明され
る。すなわち，この径路での利潤率ρと実質賃金率wは，α1式の生産関数を
K，Lそれぞれにっいて偏微分した次式で与えられる。16）
　　∂Y　　　　＊ρ＝『諏一f’（k）
　　　15）万をn塁響る19讐簸わいρとSwにつ　・次の仮定を追力口する・
灘麟纏傷舗2鎌島峯耀鍛，鑛脚に資本一産出聯・あるし》は産出
16）　Allen〔13〕pp45～6を参照。
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　　∂Y　　　　　　　　　　＊w鵠∂L＝f（甘）一kf’（k）
?
T
????????????
・・（15〉
f（k）
??
　　　　　　　　0　　　　　　　ゼ　　　　　k
　　　　　　　　　　　　　第5一図
　利潤率ρあるいは，同じことであるが，単位当りの資本の実質賃貸率は，
資本の限界生産力のことであるからf’（～）に等しく，Oノの産出量のうち利
潤の分け前は，第5一図のy＊Tに等しく，一方，実質賃金率wは，O　Tに等
しい。持続的均衡成長径路では，利潤率ρも実質賃金率wもともに資本一労
働比率kが固定して変わらない限りあるいは，同じことであるが，自然成長
率と貯蓄性向sのどちらかあるいは，その双方が変わらない限り，不変で一
定の値をとりつづける。もし，労働の限界生産力が実質賃金率wよりも大き
いならば，雇用量の増加が生じ，実質賃金率ωよりも小さいならば，雇用量
の減少が生じる。すなわち労働市場で労使が賃金をめぐって自由競争が行な
われると前提している新古典派の競争市場では，実質賃金率wの自由な伸縮
的変動によって，労働市場で完全雇用が成立するものと期待されるのである。
また，資本市場でも同様に，もし，資本の限界生産力が利子率よりも大きいな
らば，資本需要の増加が生じ，それはもとの利子率rを高くするし，もし
利子率rよりも小さいならば，資本需要の減少が生じ，それが起ればもとの
利子率rの水準は，低下するであろう。
　すなわち，資本市場で自由競争が行なわれると前提する限り，利子率rの
自由自在の伸縮的な変動によって，資本の完全利用が保証されるのである。
換言すれば貯蓄が投資を上回るならば利子率の下落によって，投資活動が刺
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激され，逆に，下回るならば，利子率の上昇によって投資活動が抑制され，
結局，いかなる水準の投資および貯蓄も利子率が高くなったり低くなったり
変動することによって調整されて究極的には，資本の完全利用が実現する。
かくして，経済機構において投資と貯蓄を決定する主体がそれぞれ異ってい
ても，資本市場の調整過程を通じてそれらの最終的な一致が保証されるので
ある。
　したがって，新古典派モデルの持続的均衡成長径路にあっては，利潤と賃
金への所得分配率はそれぞれ常にある一定の値をとることが証明されるので
ある。このような均衡径路を黄金時代の均衡と呼んでいる。
　もちろん貯蓄性向sのみが大きくなる場合には，明らかに均衡点G自体が
右上方へ移行し，当然G点の接線のスロープは，ゆるやかになり，従って利
潤率ρは減少しよう。これは，相対的に資本が多く前よりも資本集約的な生
産がとられると期待できるなら，当然の帰結である。逆に，労働（力）の成長率
n（自然成長率）だけが増加する場合にはその他の事情がすべて等しい限り，
均衡点G自体が左下方へ移動してくるはずであるから前よりも労働集約的な
生産がとられると期待できるから，労働の実質賃金率wは，減少することに
なろう。
　従って，黄金時代の均衡とよばれるG点では資本蓄積が不断に進行してい
ながら，資本利潤率ρ，実質賃金率wのそれぞれの所得分配率がある一定の
値のまま不変にとどまっているのである。
4－3　差別型の貯蓄関数を伴ったモデル
　これまでの分析は，貯蓄関数が比例型のものであったが，現実経済の貯蓄
行動を観察してみると，この仮定は，少し厳しい仮定であるかもしれない。
この節では，この仮定を改め，差別的貯蓄関数を用いると，これまでの分析
結果および結論が，どの程度変わってくるかを考察することにしたい。結論
をさきどりすると，比例的貯蓄関数の代わりに差別的貯蓄関数を用いても，
新古典派モデルの基本的性質と特徴は，簡単な修正を行なうだけでそのまま
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有効である。この場合，貯蓄は，賃金と利潤から行なわれるものと考え，賃
金と利潤からの貯蓄率をそれぞれ一定のsω，sρと表わす。利潤からの貯
蓄は，普通，賃金のそれよりも大きいと期待できるから，sρ＞動とする。そ
うすると，社会全体の貯蓄性向sは，それら2つの貯蓄性向sρとsωの加重
平均となり，いうまでもなく，その加重は，社会の所得の利潤pと賃金Wへ
の分配率（相対的分け前）であることがわかる。以上を式で示すと
　　　　Y－W十P　　　……………（16〉
　　　　　sY－　sωW十　sρP……………〔17）
（16）式および（1の式より，
　　　　　sY－　sωY十（sρ一s”〉P・……（18）
　　　　　　　　　　　　　　　P　　　　　s＝sω＋（sグsω）マ……‘●…（19）
　（19）式をみると，貯蓄性向sは，一定のそれそれのsρ，sωの他に，所得に占
める利潤の割合にも依存することが明らかになる。この差別型貯蓄関数を伴
った新古典派モデルの1人当りの資本kについての微分方程式は，（10）式のま
まだが，唯貯蓄性向sが新しいかたちになっている。（19）式の所得に占める利
潤の割合は，利潤率ρと総資本ストックKとの積に等しいから，次式が成り
立っ。
　　　　　P　　　K　　　k　　　　マ冨ρマコρ了　　………●2①
　　　　　（y－f（k），ρ一f’（k））
　ここで，ユ9）式に20）式を代入すると，
　　　　　　　　　　　　　　P　　　　　　　　　　　k　　　　　S－Sω＋（Sr鋤マ＝Sω＋（Sρ一Sω）ρ了
　　　　　　　　　　　　　　　　　f’（k）　　　　　　　コsω＋（sρ一sル）kπ　’●…。……（21）
　さらに，（10〉式のsに（21）式を代入すると，これまでの資本一労働比率kにつ
いての1階の微分方程式は，次のようになる。
　　　　　長＋nk－sf（k）一s凶k）＋（sρ一sω）kf’（k）………（22）
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　これまでの場合と同様に，k一　でkが一定となるような均衡解は，
　　　　　　　　n　　　Sρ一Sω　　　　　f（k）＝諦k－　sωkf’（k）（sωキO）…………（23）
を満たすkでなければならない。均衡径路ではρ一f’（k）であるから，上の
（23）式は，次のようになる。
　　　　　f（k）一禦・k…一…2の
　ゆえに，2勾式を（13）式に代入して，モデルの均衡成長解の必要一十分条件を
求めると，
　　　　⊥＿ヱ＿一　　 ツ　K　　sω　　………㈲
となる。この式から，均衡成長を持続するハロッド・ドーマー斉合性の条件
は，
　　　　　　　フ　　　　ーr＋（Sρ一Sω）ρ一n　・一………㈲
となる。
　特に，sω一〇の場合，すなわち，すぺての貯蓄が利潤のみからsρの比
率で行なわれるという古典派的貯蓄関数の場合には，非常に単純化され，四
式に対応するモデルのkについての微分方程式は，
　　　　　k＋nk－sρk壬’（k）　・・…一・…………（2の
になり，長一〇の持続的均衡成長径路のハロッド・ドーマー斉合性の条件は，
次の形になる。
　　　Gw－sρρ一n　　　　・……・・……………（28〉
　適正成長率Gwは，利潤からの貯蓄性向sρと利潤率ρの積に等しく，均衡
成長を実現するには労働力の成長率nに等しくなければならないという周知
の関係が導かれる。第6一図は，この状況を示している。
　新古典派貯蓄関数（第5一図）の場合と古典派的貯蓄関数（第6一図）の
場合とでは・黄金時代の均衡成長径路Gにおける資本一産出比率（1一与）
についての差異を，はっきり示している。前者では，O　Gを通る半直線が原
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y??
　　　　　　ユ＿＿一＿＿sρ
G f（k）
R　　　　　　　　　　　　　O　　　　　　　　k＊　　　　　k
　　　　　　　　　　　　　　第6一図
点から出ているから，資本一産出比率は，f（k〉の形によって影響を受けな
いが，G点における接線の勾配から決定される利潤率ρは，その形いかんに
よって影響を受ける。他方，後者では，ちょうど逆の関係になって，接線は
一定の勾配で与えられるからf’（k）つまり利潤率ρは，f（k）の形から影響
を受けないが，資本一産出比率は，生産関数f（k〉の形から影響を受けるの
である。
　従って，古典派的貯蓄関数の場合，生産関数f（k）の形が与えられるなら
ば，利潤からの貯蓄性向sρが大きくなるにつれて資本一労働比率あるいは
資本装備率kは，いわゆる資本深化していき，他方，産出一資本比率は，し
だいに小さくなっていくと同時に利潤率ρあるいは，資本の限界生産力も，
f（k）の形に沿って漸次減少していくことになろう。
4－4　一般的な新古典派モデル
　新古典派モデルの帰結である，実質所得Y，総資本K，労働力Lがある一定
の率nで指数的に成長しながら，資本一労働比率k（資本装備率），産出一労働
比率y（労働生産性），資本利潤率ρ，実質賃金率w，利潤と賃金への所得分配
率が一定不変であるような準定常状態の経済が，資本主義経済の長期的趨勢
について充分説明しうるかどうか，を検討しなければならない。特定の資本
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主義経済にはそれぞれ固有の特殊な長期的趨勢が存在し，綿密な統計的分析
が必要とされるであろうが，P・A・サミュエルソンやN・カルドアによっ
て指摘された先進資本主義経済の一般的な長期的トレンドは，注目に値する。
その「様式化された事実」17）は次の6項目である。
　（1）人口は増大しているが，その成長は資本ストックの成長よりも緩やか
　　であった。労働力の増加率よりも資本蓄積率が大きく，すなわちこのこ
　　とは資本一労働比率kが高まっていることを示す。
　（2）実質賃金率には，はっきりした上昇傾向が看取されること。
　（3）所得分配率は，長期的にはかなり安定的であった。
　（4）利子率および利潤率には，循環的変動がみられるが長期的に着実な上
　　　昇・下降傾向もみられない。
　（5）今世紀において，資本一産出高比率はほぼ不変であった。
　（6）産出高に対する貯蓄の比率は長期間にわたってほぼ同、じ水準に一定し
　　ている。
　このうち明らかに11）（2）（5〉の長期的趨勢は，これまでの新古典派モデルによ
って説明できない。ここから，一技術進歩を導入した新古典派モデルを吟昧す
ることが必要となってくるのである。
　これまでの分析は，技術進歩のないいわば静態的な世界における分析であ
った。そこで今度は生産関数に技術進歩をとり入れ，これまでの議論を再度
敷衛拡充してみることである。ここでは，（5〉の仮定だけをとりはらい，その
他の仮定はすべて同じで条件のもとで技術進歩を導入した場合，これまでの
準定常的状態の経済学の結論がどの程度修正されなければならないだろうか，
を芝同察しよう。
　技術進歩と1口にいっても，その定義によって非常に異なる。シュムペー
ター流の古典的な技術革新に対して，分析的な経済学では技術進歩をかなり
限定しており，同一の生産要素投入の組合せのもとで，産出量を増大させる
ことを技術進歩と考える。つまり，生産関数を上方ヘシフトさせることを技
17〉　Samuelson〔35〕p723，Kaldor〔27〕などを参照。
一112一
術進歩と定義する。これに対して，シュムペーター流の技術革新は，新製品
の創造，新しい生産方法の創出，新しい販売方法の工夫や新しい企業組織の
形成などを主要内容としており，非常に包括的な概念を指している。分析的
経済学で扱う技術進歩の対象は，せいぜいシュムペーター流の第2番目のも
のにすぎない。この相違は，その評価において非常に困難な問題が介在して
いるからである。
　また，技術進歩を経済に導入する仕方によって，具体化された技術進歩19）
と具体化されない技術進歩に区別でき，どちらを用いるかによって経済分析
もかなりちがってくる。現実的妥当性という観点からするな．らば，おそらく
前者をとりあげるのが望ましいであろう。しかし，ここでは，単純な定式化
の下で技術進歩の効果を明らかにするということに主眼をおいているので，
後者の立場から議論を進めていきたいと思う。具体化されない技術進歩を導
入した一般的な生産関数は，通常，
　　　　　Y－F（K（t），L（t），T（t〉）　・・………（29）
で示し，技術進歩丁の増大とともに産出量Yが増大することを表現する。
　さて，所得分配率に影響を与えないような技術進歩を中立的技術進歩と呼
び，ヒックスの場合，ハロッドの場合，ソローの場合の3つがあげられる。
ヒックス的中立性のときは，純粋に産出量増大的な，ハロッド的中立性のと
きは，純粋に労働増大的，ソロー的中立性のときには純粋に資本増大的な技
術進歩となる。これら3つの中立的技術進歩のうち，実質賃金率および労働
生産性を不断に増大させて，なおかつ所得分配率を不変に保つような技術進
歩が発見できるならば，われわれが前に準定常状態の経済によって説明でき
なかった，11）〔2）（5）の3つの長期的趨勢もすべて説明できることになる。すな
わち，黄金時代の経済と両立する中立的技術進歩を発見できることになる。
それは，ハロッドの意昧における技術進歩に他ならない。この場合，前の準
定常状態の場合とちがって労働力は，その成長率nと労働の生産性mとの和
18）　具体化された技術進歩というのは，新しい生産技術は新しく生産される資本財の中に具体化されるとい
　う経験的事実を重視して資本財が作られた製作年次ビンティジを区分し，それらがそれぞれのビンティジ
　の技術水準を具体化している，と想定するものである。
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（それをμとすると）で成長し，同様に，実質所得Y，総資本Kは，毎期μ
の率で不断に成長していく。従って，黄金時代の経済が持続的に継続してい
くハロッド・ドーマー斉合性の条件は，すべてのtについて，
????＝???＝???
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が成立していることである。しかも，黄金時代の均衡解は，動学的に安定な
のである。この動学的安定性の証明は第1一図と全く同様の図を描き，横軸
　Nのτ（この場合のNは，労働の生産性を考慮した場合の労働力）が即時的
な時間の経過ののち，ある一定の水準に収束均衡することを示せばよいので
ある。労働力の完全雇用を維持しながら，資本利潤率および所得分配が一定
である黄金時代の経済は，次の図によって明確に示しうるのである。
y ?????T－Tl
T－To
　　　　　　　　　　　　　　O　　　　　　kあ　kl　　k
　　　　　　　　　　　　　　第7一図
　第7一図からも，明らかなように準定常状態の場合と異って不断の技術進
歩で進行する黄金時代の経済下では，均衡点はGσ一Gi一のように誓直線に沿っ
て移動し労働の生産性，実質賃金率が不断の率mで増大していることを知る
　　　　θ　　　　　　　　　　　　　　　　μ　　　　　　　　　　　　す　　　 θ’
19）　第7一図で，GoとH点の接線の傾きが同じになるような技術進歩が，ヒンクスの意味の中立的技術進歩
　であり，GoとS点の接線の傾きが同じになるような技術進歩が，ソローの意昧の中立的技術進歩である。
　特にハロッドの中立的技術進歩を導入した生産関数は，
　　　　　　　Y－F（K（t），T（t）L（t））　と表わされ，T（t）は労働の生産髄示す指標となる．一の論脈では†（t）一mと仮定されてし》る
すなわち，資本量を一定として，投入労働量がmの率で議少する力報雇斌こよる生離の向上力蘇
　をちょうど相殺して，産出量Yを不変に保つものと考えられている。
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のであ．る。19〉かくして「様式化された6っの事実」をハロッドの意味の中立
的な技術進歩を導入することによって，すべて無矛盾的に説明できるのであ
る。
　従って，技術進歩の存在しない準定常状態も，ハロッドの意昧の中立的な
技術進歩を導入する場合において，労働の生産性mをゼロとした場合に他な
らず，黄金時代の経済の1つの特殊な場合に核当するということが明らかと
なるσ）である。
4－5　若干の問題点
　仮定でも示されている様に，ソローを始めとする新古典派の人々は，ゼリ
ーのように，消費財にも投資財にも自由に使うことができるような単一の同
質的な財しか存在しないという，いうなれば現実の生産過程を無視したよ
うないわゆる線型同質総生産関数を仮定して，生産要素の完全雇用が持続
的に維持されて成長するような成長径路を分析している。単一種類の同質的
な財に極限する仮定は明らかに現実の生産過程を観るかぎり，非現実的であ
るといわざるをえない。なぜならば，たとえば，工場，機械，器具備品，在
庫品，種々の道具などの多様な形態の異質的な資本財を共通の単位で測定す
ることは，技術的に不可能か，もし可能であっても非常に困難なことであろ
う。20）このような異質的資本財の問題を回避して，同質的資本財の仮定の下で，生
産および分配の理論を展開しようとする新古典派の経済成長論に対して，激しい
批判がある。いわゆる資本論争と呼ばれているものである。この批判の主な
人々は，J・ロビンソンやN・カルドアなどに代表される新ケインズ派の人
人である。彼らは，総産出量，総資本，労働投入量との間に成立する生産関
数が存在すること自体を否定し，これを受け入れることを拒否している。さ
らに，生産関数の形についても，例えばそれがコブーダグラス型のものであ
ればよいが，」・ロビンソン流のいくつかのコーナをもっアクティヴィティ
20）　サミュエルソンは，〔36〕において，たとえ多数の異質的資本財の存在を認めたとしても，ある条件のも
　とでは，単一の同質的資本財の存在を前提にした場合ど本質的に全く同様のマクロ的生産関数，いわゆる
　代理生産関数（Surrogate　Productlon　Functlon）を導いた。
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・アナリシス流のものや，生産関数の形状が単調に変化する適切な性質を備
えていなければ，新古典派流の分析は通用しなくなる。このような種々の批
判を契機として，その後，財の種類に関しては，消費財と資本財の2つに分
けてそれぞれを生産する産業を2つに分けたり，もっと多くの財の存在を認
めて，理論の一般化が展開されている。いわゆる2部門や多部門の経済成長
論などである。
　また，仮定4）および6）が示すように，新古典派理論は，供給面を重視し，
需要面を軽視している傾向があり，ケインズ経済学における有効需要の不足
ないし失業の問題を最上のものとみる体系になっていない。また，供給面に重
点をおいた伝統的実物経済の分析を継承している新古典派に対して，貨幣経
済の役割を積極的に導入して成長モデルを構築していくものにJ・トービン
などを始めとする貨幣的経済成長論がある。
5．むすびに代えて
　ハロッド・ドーマーモデルでは，資本一産出比率ッ（ハロッドの用語法で
は資本係数〉あるいは産出噴本上ヒ率長一告が淀であったから，適正成長
率が，斉一的に自然成長率n（あるいはμ）に等しくなるのは，固定係数が
障碍となっているため偶然にゆだねられており，ほとんど期待できない。す
なわち，4－3で述べたように，貯蓄性向がある特殊な場合以外では，持続
的な均衡成長をほとんど望みえないわけである。
　しかし，新古典派成長モデルでは，一つのプロセスから他のプロセスヘ少
しづつ連続的に変わっていくような生産プロセスの数が，無限にあって産出
　　　　Y　1一資本比率π一▽が連続的に変化するという仮定を前提しているので，無数
のnとsの組み合わせに対して，常に均衡成長と調和する唯1つの資本一産
出比率”の値が存在し，しかも，その均衡解は，黄金時代の動学的な安定性
が保証されている。すなわち，寺号が成立するような資本産出比率ツの
値が唯1つだけ必らず存在し，経済の内部や外部でそれぞれ独立の意志決定
によって決まる貯蓄性向sや労働力の成長率nと適合する資本一産出比率u
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の値を選び出すことができるわけである。このような適合が常に可能なのは，
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　1生産関数にwell　behavednessな性質が備わってお・り，産出一資本比率万が
連続的に変化するからにほかならない。もし，そうでなかったならば，新古
典派モデルの華麗な上部構造も，砂上の楼閣のごとく崩壊してしまうことに
なる。
　第2に，労働や資本ストックなどの生産要素の完全雇用を常に前提できる
のは，市場で財一般の価格，利子率や賃金率などが何の障碍もなく自由自在
に変動可能であり，それによって経済諸量の需給ギャップは，調整されうる
ものとみなしているからである。要するに，価格調整機能を完全なものとみ
なして，全幅の信頼を置いているからにほかならない。すなわち，新古典派
の世界では，資本の限界生産力は，必然的に現行の利子率に等しく，また労
働の実質賃金率は，必然的に現行の賃金率に等しくさせる機能が，常に充分
働いているとみなしている。それゆえ，貨幣・金融市場の巨大化や複雑化，寡
占市場や巨大な労働組合などが存在する現代経済の中で，ケインズ派のよう
に利子率の流動性トラッブや価格・賃金の下方硬直性の起る可能性を，最初
から排除し，そこから起りうる諸問題を回避しているともいえる。
　最後に，新古典派の接近法に残された課題として，もし，すべての均衡条
件が成立していれば，モデルは微分方程式を解いて，産出一資本比率の任意
の初期値から変数の均衡径路をみつけることができるが，鋤式k＋n　k－s
f（k）、は，k－0で最も簡単なある特別の場合以外，実際，例えばコブーダ
グラス型の生産関数を仮定しなければ，一般的な形で方程式を解くことは，
非常に困難であろう。この数学的問題だけが，ネックとなるのではない。さ
らに，もっと重要な経済学的問題として，もし，何らかの理由で均衡条件が
1つでも満足されないときにはどうなるか？　そのときには，変数の径路が
発見できるかどうかの問題以前に，ケインズ派経済学のように利子非弾力的
な貯蓄および投資関数の存在する場合に機能する所得調整の理論の導入や金
融政策・財政政策などが有効に働かないような利子率の流動性トラッブの存
在を認めるような不均衡調整の条件を備えた動学的新古典派モデルの不均衡
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表現が，要請されることになろう。たとえば，労働力および資本の二重の意
昧での完全雇用水準のもとでの貯蓄に見合う投資は，どんな利子率の水準の
ときでも実現されうる性質のものではないからである。
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